研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　TQMチーム　　　　　職　種　事務員　　氏　名　佐藤　輝美

	期　　間　　平成２０年１０月１０日　～　平成　　年　　月　　日

	出張目的　第36回日本精神科病院協会精神医学会第２日目　

	出 張 先　「盛岡市民文化ホール」　及び　「いわて県民情報交流センター」

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜考察＞

　今回初めて学会に参加させていただき、学会の雰囲気や進行について直接見ることができ、とても有意義であったと思いました。法人内の学術発表しか見たことがなく、本来の学会とはどのように進行しているか興味はあり、進め方や発表の仕方も法人の学術発表が、学会と同様に進められているのがよく理解できました。ポスター発表やシンポジウムが同時進行であった為、興味ある発表を効率よく見ることができなかった為、事前に見るべき発表を絞った上で発表を見ればよかったと思いました。

　ポスター発表では、実際掲示しているポスターを見ましたが、各病院において見やすいように字の大きさや用紙サイズを大きくしたりと様々な工夫をしており、画一的にポスターを作成しなくてもよく、どれだけ発表したいことが伝わるか工夫することが大切であることが分かりました。また、聞きたい発表は事前にポスターを見た上で説明を聞かないと、発表内容が理解しにくいこともよく分かりました。シンポジウムの精神科病院経営戦略では、外部要因としての経済の専門的観点からの発表や、内部要因としての人事考課制度の取り組みについて発表があり、１つの事象にとらわれることなく、広い視野を見据えた上で今ある業務に取り組んでいく必要があることを認識させられました。人事考課制度の紹介では、今後法人内の人事考課制度を見直す上で参考になると思いましたが、時間の都合により大まかな流れの説明だけとなり、実際どのように運用しているのか説明が聞けなかったのは残念だと思いました。ランチョンセミナーでは、リスクマネジメントについて聴講し、海外及び日本におけリスクマネジメントの動向について理解することができました。患者のアンケート調査結果の説明もあり、医療従事者側だけでない患者側の医療に対する疑問や不安について聞くことができました。しかし、会場は昼食を取るには不自由な場所であり、集中して聞くことができなかったのが残念だと思いました。

１日間の参加であり、何に重点を絞って発表を聞くか検討が不十分であった為、どの発表も十分に理解することができませんでしたが、とてもいい経験をさせていただいたと思います。今後この経験を活かすことができるようにしていきたいと思います。

＜研修要旨＞

・ポスター発表

　「生活訓練施設における利用者の食生活改善の取り組み」　青山荘　原佳伸

　　　社会生活において、食生活は大きな課題であり、入所者へ調査を行った結果、食事に対する捉え方、食事の意識の低さも明らかとなった。その課題を基に食事に関するプログラムを試行的に実施し、食事意識とQOLの関連性を調査を実施。調査結果では、満足度が低い場合、義務として食事をしている方がいることが見えてきた。食事が楽しみとなるように夕食作りを実施し、楽しみや満足を得られるような結果となった。夕食作りを通し、生活全般や対人関係を学ぶ場として提供し、入所者を支援していくことが必要である。

　「福祉ホーム（B型にもおける高齢精神障害者の健康プログラム」　青風荘　小坂和子

　　　利用者の高齢化が進み、日常生活全般において生活指導が求められている。また、身体機能低下による運動不足や、間食などによる肥満が問題となり、対象者を特定してダイエットプログラムを実施してきたが、対象者以外にも何らかの働きかけが必要となった為、肥満予防プログラムを利用者全員を対象として実施した。目的別にグループを編成し、病気についての知識学習、食生活を見直す学習、運動プログラムを実施し、その後アンケートを行った。結果、多くの方が自分の健康状態について意識するようになり、進んで運動をしたり、カロリー摂取量を考えたり、健康管理を気にする言動が多く見られるようになった。今後も引き続き身体機能の向上や維持、生活習慣病予防といったプログラムを提供していくことが必要である。

・ランチョンセミナー

　「リスクマネジメントの実際」　東洋大学医学部社会医療講座　教授　長谷川友紀

　　安全管理と危険管理

・安全管理－患者の視点

安全を第一に考える

　　　・危険管理－組織の視点

院内暴力

個人情報保護など

危機管理を含む

　　　・手法－リスクの評価（アセスメント）

　　　　　　　リスクの最小化

　　　　　　　リスクが現実化した場合のダメージの（患者・組織への）最小化

　　　　　　　上記を可能にするための体制つくり

　　　　　　　担当者、予算、ルール

　　要点

　　　・何が医療機関に求められているかを認識する

　　　　－収益

　　　　　質と安全（患者、職員、その他）

　　　　　情報管理（個人情報保護法）

　　　　　人員確保

　　　　　医療内容の標準化（パス、診療ガイドラインなど）

　　　　　情報公開（医療機能情報提供制度）・・・

　　　・院内体制を確立する

　　　　－組織内における位置づけ

　　　　　ルールつくり

　　　　　ルールが遵守され、目標到達状況が把握できるような情報体制つくりと監査

　　医療システムの問題

　　　・医療ニーズの高度化、多様化、当たり前

　　　　品質化にシステムがついていっていない

・医療システムの改変は必須

・医療安全は、その中でも中核概念

　　医療事故の状況

　　　・医療事故は医療の全分野で高頻度に生じている

　　　・その結果損なわれる患者の健康、経済的負担は甚大である

　　　・個人の過誤よりも、システムの不備に起因するものが多い

　　　・救急・集中治療・麻酔で高頻度で見られる

　　　・麻酔・薬剤についてはシステム改善（コンピュータ導入、標準化）により改善が見られる

　　ヒヤリハット報告の発展

　　　・報告停滞の原因

　　　　－重要性を理解しない

　　　　　人事考課・告げ口

　　　　　報告しても反応がない

　　　・順調な展開

　　　　－件数の増加

　　　　　重大なものにはＲＣＡ＋対策導入

　　　　　報告内容から重大なものが減少

　　　　　現場への権限の委譲と水平展開

　　　・限界を認識する

　　　　－ある事象を報告するかは当事者のリスクセンスによる

　　　　　計画エラーは報告されにくい

　　　　　医療スタッフと患者の認識はしばしば異なる

　　報告システムの２つの役割

　　　・強制⇔責任と補償　vs　自発⇔学習と再発防止

　　　・強制的な報告システム

　　　　－あってはならない医療事故（重大な過失・故意）

　　　　　有責性：医療機関・当事者の責任

　　　　　被害者の補償

　　　・自発的な報告システム

　　　　－善意により生じた医療事故

　　　　　学習：事故から学ぶ

　　　　　報告の奨励：無責性、守秘、自立、独立

　　医療訴訟の限界

　　　・医療訴訟と医療事故との関係は乏しい

　　　　－安全につながらない

　　　　　被害と補償の関係に乏しい

　　　・医療訴訟の多くはコミュニケーションの不足

　　　　－苦情対応・処理の問題

　　　・医療訴訟を腎族に専門家の関与のもとに実施するシステムは確立していない（特に日本では）

　　　・双方とも満足度に乏しい

　　医療安全推進総合対策（２００２）

　　　・医療は、人、物、組織などの要素と、組織を運営するシステムからなる

　　　・個人の責任追及よりも、事故の原因を究明し、防止対策が重視されるべき

　　　・患者の安全を最優先に考える安全文化の醸成が重要

　　電子化と医療安全

　　　・利点

　　　　－情報の共有が可能

　　　　　転記ミスの回避（薬剤事故は５５％減）

　　　・ただし過信は禁物

　　　　－業務フローとの整合

　　　　　入力ミス（オーダリングの単位ミスなど）

　　　　　移行期の問題

　　　　　システムの完成度

　　患者参加についての知見

1． 患者は非安全事象の「第一発見者」として参加が可能

2． 患者の発見を「伝達」してもらうための仕組みづくりを検討する必要

3． 不安・不満事象は、患者サービスの視点から改善策を講じることが可能

　　医療事故被害者の気持ち

　　　・何が起こったのか、真実を伝えて欲しい

　　　・過誤（ミス）を認め、謝罪して欲しい

　　　・医師の罪を隠蔽させたくない

　　　・真相究明に全力を尽くして欲しい

　　　・同じ過ちを繰り返さないで欲しい

・シンポジウム

　＜精神科病院経営戦略＞

　「医療における規制緩和と政府介入の経済学的考察」　立命館大学経済学部　教授　柿原浩明

　　規制緩和とは

　　・規制とは、企業・国民の自由な経済的活動に対して加えられる制限であると一般には考えられている

　　・規制緩和という観点から問題とされているのは、国・地方公共団体などにより特定の政策目的を達成するために国民生活や企業活動に対して行われている公的規制に属する規制である

　　医療に関する社会的規制

　　１）価格設定に関する規制

　　　・診療報酬は厚生労働省が定める公定価格になっており、保険と自費とのミックスである混合診療も原則禁止である

　　２）広告規制

　　３）病院の開設等に関する規制

　　　①医療法によるもの

　　　　・二次医療圏ごとに必要病床数が定められ、それを超える場合原則的に許可されない

　　　②健康保険法による

　　　　・医療法によるものは強制力はないが、その場合保険医療機関の指定を受けられない。保険診療不可とは、事実上病院不可と同じである

　　４）医療従事者に対する免許制度

　　５）病院等の開設・経営主体に関する規制

　　　・医療の非営利原則によって、株式会社の参入制限や医療法人に関する制限がある

　　混合診療

　　・新規医療技術の保険導入は、効果が明らかになった時点ですみやかに保険導入すべきであり、いままですこし遅かったのは確かである

　　・良い医療であれば、それを保険に取り入れて国民が受けられるようにするのが、経済的に豊かになった国の基本であり、混合診療で中高額所得者にのみ解禁するというのは本来あるべき姿ではない

　　医師不足私大生支援で偏在解消を

　　・私立大生に奨学金給付で偏在解消を追加）製薬会社・医師団体等も協力すべきである

　　・社会からの認知向上に役立つ、そうなれば医療費増加（≒増税、社会の同意が必須）に対する理解が多少は改善する可能が考えられる

　　低福祉低負担から中福祉中負担へ

　　・日米は低福祉低負担（国民負担率４０％以下、消費税一桁）

　　・欧州は中福祉中負担（国民負担率５０～６０％以下、消費税約２０％）

　　・北欧は高福祉高負担（国民負担率７０％以下、消費税約２５％）

　　・医師数とＯＥＣＤと比較し、国民皆保険ならば中福祉中負担しか（現在は教育が犠牲になっている、公務員数も少ない）

　「人事考課制度の紹介」　医療法人桐葉会木島病院　理事長　南良武

　　病院における諸問題（一部）

　　　内部要因：人的資源の確保

　　　　　　　　人材教育

　　今、病院の組織変革が必要な理由

1． 従業員側理由：一般企業のような“マネジメント”を導入しなくても今までうまくできたという思い込み

2． 経営陣側理由：短期的な成果に目を奪われ構造改革への挑戦に経営陣が腰が退けてしまう

3． 心理的な理由：さまざまな心理的防衛機制が働き、最終的に“波風立てたくない”と思う

　　木島病院における人事考課制度

　　　中期計画の策定

目標管理などに関する諸制度の整備

管理職評価制度の整備

グループリーダーフォロー会の開催（目標管理の進捗状況等を発表しフォローアップする）

レベル毎に期待される役割の明確化

役割行動評価項目の解説の明確化

多面評価・役割行動評価シートの活用

マネジャーに必要な部下育成の基本姿勢の明確化

　　病院変革や組織変革の着眼点や視点

1． ５つの着眼点

2． ４つの視点
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